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の要因となった 1971 年 8 月 30 日台風第 23 号による那賀川の氾濫で発生した浸水被害の状況
とその時の行政の対応や住民の行動等について検証を行った． 
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(1)  水防法の制定 
戦後，カスリーン台風やアイオン台風等の大型台風が相次ぎ襲来し，甚大な被害が発生し

































(5)  第四次改正 

































(8)  第七次改正 
2013 年 7 月の大雨による山口県の須佐川等での破堤や護岸の決壊，台風第 18 号による由
良川の氾濫や桂川の溢水，2014（平成 26）年 8 月の那賀川における氾濫や広島県の土砂災害

















表 2-1 水防法の改正概要 













































































































































(1)  2005 年 3 月ガイドラインの策定 








(2)  2014 年 9 月ガイドラインの改定 
 2005 年 3 月のガイドライン策定以後に設けられた新たな制度や東日本大震災をはじめとす













(3)  2015 年 8 月 ガイドラインの改定 
 2014 年 8 月の広島市の土砂災害等を踏まえ，11 月に改正された土砂災害防止法及び土砂災
害への総合的な対策を反映した改定となっている．主な変更点は，避難準備情報の活用，風
雨等の状況に応じた避難行動を取ること，多様化・多重化した伝達方法での情報提供，避難
所の開設時期等が追加された．さらに，2015（平成 27）年 5 月の水防法改正を反映し，災害
規模に応じた浸水想定範囲への避難勧告の発令，地下街等の避難に関する記述の充実，内水
氾濫を避難勧告発令対象に追加する場合の内水氾濫危険情報の活用方法の追加等を行った 4)
「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」が 2015 年 8 月に公表された． 
 
(4)  2017 年 1 月 ガイドラインの改定 













（変更前）        （変更後） 
「避難準備情報」  →  「避難準備・高齢者等避難開始」 
「避難勧告」    →  「避難勧告」 




 国土交通省においても，気候変動の影響により時間雨量 50mm を超える豪雨の発生が全国
的に増加し，雨の降り方が局地化・集中化・激甚化していることを受け，既に新たなステー
































徳島県では 2001 年，2005 年の水防法の改正を受け，勝浦川を洪水予報河川に指定すると










































1) 国土交通省水防企画室：水防法の制定と改正経緯について，河川 2014-12 月号，No.821， 
pp.16-19，2014． 
2) 内閣府（防災担当）：集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検
討会，避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン 平成 17 年 3 月，2005． 
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月，2017． 
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 対象地区の那賀町鷲敷地区は図 3-1 のとおり，一級河川那賀川の河口から約 28.3km 付近
に位置している．この那賀川は剣山山系ジロウギュウに端を発し，徳島県と高知県の県境山
地の東麓に沿って南下した後東に流れ坂州木頭川等のいくつかの支川を合わせて紀伊水道に










図 3-1 那賀川流域図 
 
３.２.２ 対象地区の主な水害 
対象とする那賀町鷲敷地区は，鷲敷町史 3)によると 1307 年以降これまでに何度も浸水被害
が発生している．特に著名な洪水としては，1892 年 7 月の高磯山の崩壊による天然ダムの決
壊による「辰の水」といわれる出水，「厄の大正 7 年」と記されている 1918 年 8 月 29 日から
30 日に発生した「大正 7 年の大水」，1950 年 9 月 3 日に襲来したジェーン台風や本章の対象
である 1971 年 8 月 30 日に襲来した台風第 23 号による洪水等がある．その後も「災いの年」
といわれる 2004 年 10 月 20 日に襲来した台風第 23 号，那賀川古庄水位観測局（阿南市）で
戦後最高水位を記録した 2014 年 8 月の台風第 11 号，2015 年 7 月の台風第 11 号等により浸
水被害が発生している． 
 
３．３ 1971 年 8 月台風第 23 号と被害の概要 
 
３.３.１ 台風の概要 
1971 年 8 月の台風第 23 号は図 3-2 のとおり，同年 8 月 20 日に南鳥島南海上で発生した熱
16 
 
帯低気圧は，21 日 9 時に台風となり，ゆっくりした速度で西北西へ進み，28 日 9 時鹿児島の
南南東海約 450km の海上に達し，急速に発達しながら北西に進んだ．29 日 6 時には鹿児島
の南方約 250km の海上に達し，この頃からゆっくりと北上し，九州に接近するに従って急速
に発達した．台風の最盛期は 29 日 18 時で台風の中心気圧は 915hPa，中心付近の最大風速は
50m/s ，暴風半径は 300km，強風半径は 500km であった．29 日 23 時 30 分頃には鹿児島県大
隅半島の佐多岬に上陸し北東に進み，30 日 9 時過ぎに日向灘に抜け，30 日 20 時頃に高知県
南国市に再上陸し，北東に進み徳島県の中心部を通り，31 日 0 時ごろ香川県東部の海上に抜
けた 4,5)．その後，紀伊半島，東海地方，関東南部と進み，31 日 21 時ごろ鹿島灘に抜けた． 
那賀川流域の降雨の状況については，29 日午後に雨が降り始め，30 日昼前から夕方にかけ
て強雨となったが，夜半前には小降りとなり 31 日の朝には雨は上がった．総雨量は図 3-3
のとおり，那賀川中流域から上流域では 300～600mm であった．雨量局別に総雨量を見ると
気象庁の木頭では 633mm，旧建設省の北川雨量局では 615mm，延野雨量局では 326mm であ
った 5,6)．徳島県の長安口ダムでは 504.5mm であった． 
那賀川流域で大雨となった 8 月 30 日の 9 時と 21 時の天気図 7)は図 3-4 のとおりである． 
長安口の降雨量及び長安口ダムと川口ダムの放流量は図 3-5 のとおりである．長安口では
8 月 30 日 13 時から 16 時の間は時間雨量 50mm を超える非常に激しい雨が 3 時間程続き，15
時には最大時間雨量 78.5mm を記録した．長安口ダムでは 12 時 30 分に放流を開始し，12 時
40 分には流入量が 2,000m3/s を超え，13 時 10 分には放流量が流入量と等しくなり以後自由
放流となった．15 時に過放流を始め，時間平均放流量のピークは 17 時で 4,645m3/s であった．
その時の流入量は 4,389m3/s であった．その後，流入量の低下に合わせて放流量も低下し，
21 時 50 分には流入量が放流量以下となった．また，川口ダムの放流量のピークは 17 時から
18 時で 6,563m3/s，流入量は 6,572m3/s であった 8)．なお，当時の長安口ダムの操作記録によ
ると 15 時 40 分から 15 時 50 分に最大流入量 4,607m3/s，15 時 30 分から 16 時 10 分の間に最
大放流量 4,781m3/s が記録されている．川口ダムでは 17 時 00 分から 17 時 15 分の間に最大
流入量 6,710m3/s，最大放流量 6,675m3/s が記録されている 9)．  
 河川水位については，和食水位局（那賀町仁宇）が欠測となっていたことと和食下流水位
局（那賀町和食）が 1971 年の出水後に設置されたことから詳しい状況はわからない．しかし，
那賀川下流の基準地点である古庄水位局（阿南市古庄）では，30 日 18 時に警戒水位 5.50m
を越え，21 時には計画高水位にあと約 50cm と迫る最高水位 7.94m に到達し，洪水流量は







図 3-2 1971 年 8 月台風第 23 号の台風経路図 4) 
 
 














1971 年 8 月 30 日午後，那賀川中流域では時間 60mm 以上の強雨が 3 時間以上続き，長安
口ダムの放流と相まって鷲敷地区で甚大な水害が発生した．鷲敷町史によると 30 日 15 時頃
から那賀川本川の水位が上昇し，16 時頃には支川中山川との合流点付近一帯で浸水が始まり，
16 時 30 分には国道 195 号小川橋が浸水し救援活動が開始された．17 時には東町の四つ辻が
浸水し，18 時 20 分には最高水位に到達し，鷲敷警察署の前庭まで浸水した．特に，東町で
は製材所の木材が流出しその木材の間を縫って船で救出される人等，相当混乱した状態だっ
た．その後，急激に水位が低下して 20 時 30 分には小川橋が再び現れるまで水位が低下した．
この水害による鷲敷地区での住家の浸水被害は床上浸水 92 戸，床下浸水 36 戸．非住家では
全壊 1 棟，半壊 1 棟，浸水被害が 12 棟であった．また，「夕方でまだ明るかったために人身
事故が少なかったが，もし夜間のしかも停電した暗闇であればと思うと身ぶるいがした．」と
記載されている 3)．図 3-6 と図 3-7 は鷲敷地区の 1971 年当時の浸水状況の写真と現状の写真


































浸水範囲については 1971 年の浸水範囲 11)と 2014 年，2015 年の浸水範囲 12)とを比較する
と図 3-8 のとおりになる．1971 年と 2014，2015 年では地形や河道の状況が変わっているた
め単純に比較できないが， 1971 年の浸水被害は古庄水位観測局で戦後最大流量を記録した
2014 年の浸水面積より 2 割程度狭かったものの，2015 年の浸水面積より 1.5 倍以上広い面積
が浸水した被害であったことがわかる． 





た 1918 年，1971 年及び 2014 年の浸水位を図 3-9 に示す．1971 年の浸水位は標高 53.1m で
あった．なお，2014 年の浸水位は 1971 年の浸水位より約 1.1m 高い標高 54.2m であり，1918
年の浸水位は 2014 年の浸水位よりもさらに約 1.2m 高い標高 55.4m 程度であった．  
 
浸水面積   
地区名 1971T23 2014T11 2015T11
田野地区 ５．８　ｈａ ８．２　ｈａ －　ｈａ
和食・土佐地区 ５９．３  ｈａ ７０．７  ｈａ ４１．９  ｈａ
合　計 ６５．１  ｈａ ７８．９  ｈａ ４１．９  ｈａ
※：仁宇・阿井地区は除く  

















ついて，徳島県の所管資料，徳島新聞や鷲敷町誌等を基に整理すると表 3-1 のとおりである． 
1971 年 8 月 29 日 21 時に長安口ダムと川口ダムでは予備放流を開始した．30 日 10 時には
川口ダムで 11 時 40 分から放流開始を決定し，11 時に警報車を下流の地域に向けて走らせて
いる．また，11 時 10 分にはサイレンを吹鳴し周知を図っている．長安口ダムでも 11 時に 12
時 30 分からの放流を決定した後，12 時にサイレンを吹鳴させている．また，長安口ダムの
放流を知らせる警報車を川口ダムから下流（現在の阿南市中島）まで走らせている．町役場
は 14 時に対策本部を設置し，14 時 40 分には消防団に出動命令を出し，東町に避難命令も発
令している．16 時に町及び八幡原地区に避難命令を発令し，鷲敷中学校講堂に避難をしてい
























表 3－1 行政の対応状況 
















































































































 鷲敷地区の上流では 1956 年に長安口ダムが完成し，1961 年に川口ダムが完成している．
その後，1971 年 8 月台風第 23 号の出水までに長安口ダムへの流入量が 3,000 m3/s を越える
出水は 4 回発生している．そのうち下流の川口ダムで最も流入量が大きかったのは 1961 年 9
月 16 日の第二室戸台風でも 5,475m3/s であった．1971 年台風第 23 号では川口ダム地点で最
大流入量 6,711 m3/s を記録しており，両ダムの完成後で最大の出水となった．このため，町
役場や住民は浸水が予測できず，浸水が始まってからの対応になったものと思われる．敢え
て，現段階で当時の課題を挙げると， 






































































































































那賀川は流域面積 874km2，幹線流路長 126km の一級河川で，流域には唯一の洪水調節機
能を有する長安口ダムがある．長安口ダムは洪水調節容量が 1,096 万 m3 あり，流入量 2,500
m3/s から洪水調節を行っている．現在，国と徳島県は河川整備計画に基づく河川改修等を進
めている．また，徳島県は那賀川の県管理区間のうち鷲敷地区の区間を 2007 年 6 月に水位周






2014 年 8 月の台風第 11 号に伴う洪水を対象とする． 
2014 年台風第 11 号は 7 月 29 日にマリアナ諸島近海で発生し，強い勢力を維持したまま日
本の南海上をゆっくりと北上した．10 日 6 時過ぎに高知県安芸市付近に上陸し，四国地方を
ゆっくり北北東に進み，10 時過ぎに兵庫県赤穂市付近再上陸，近畿地方を北北東に進み 14
時前に日本海に抜けた 2)．那賀川流域では 8 月 8 日 0 時から 10 日 24 時までに上流域で約
900mm，中流域で約 700mm，下流域で約 600mm の降雨があった（図 4-1）．特に，主降雨は
10 日未明に集中して発生した．  
那賀川では河口から 7km にある古庄水位観測所で 1935 年の観測開始以降の最高水位（標
高 8.00m）を記録し，現在の河川整備計画の目標流量である戦後最大流量（1950 年 9 月ジェ
ーン台風）の 9,000m3/s を上回る約 9,500m3/s（速報値）を記録した 3)． 
那賀川流域では表 4-1 及び図 4-2 のとおり，床上浸水 413 戸，床下浸水 264 戸もの浸水被
害が発生した．特に，那賀町鷲敷地区では床上浸水 251 戸，床下浸水 67 戸，浸水面積約 100
ha の甚大な被害が発生した 4),5) ．これは，2008 年 7 月に公表された那賀川の浸水想定区域
図の浸水区域より若干狭い範囲であったものの，1971 年 8 月台風第 23 号や 2004 年 10 月台
風第 23 号による鷲敷地区の浸水面積を大きく越える被害であった．  
降雨と水位については，8 月 8 日から 10 日の和食雨量観測所と和食下流水位観測所での雨
量と水位の状況を図 4-3 に示す．8 月 10 日未明から雨が強くなり，これに伴い大きく水位も
上昇し，9 時 10 分には最高水位（標高 54.06m）を記録した．その後，雨はやみ水位も下降






図 4-1 那賀川流域等雨量線図（2014 年 8 月台風第 11 号洪水） 
 
 
表 4-1 那賀川流域の被害状況 
床上戸数 床下戸数 合計




中流 ２５１戸 ６７戸 ３１８戸
和食･土佐地区 ２３３戸 ４９戸 ２８２戸
阿井地区 １８戸 １８戸 ３６戸
４戸 ３戸 ７戸

















図 4-2 那賀町(鷲敷地区)浸水範囲 
 
 




8 月 9 日から 10 日にかけての避難勧告・指示等に関係する那賀町，河川管理者（徳島県）
及び長安口ダム管理者（国）である行政の対応は表 4-2 のとおりであり，以下に主な項目を
抜き出して記載する．  
・ 8 月 9 日 16 時 那賀町は夜間に台風接近の恐れがあるとして，那賀町全域に避難準備情
報を発令． 
・ 8 月 10 日 0 時 50 分 土砂災害警戒情報（鷲敷地域）発表を受けて，那賀町は鷲敷地区に
避難勧告を発令． 
・ 2 時 09 分 長安口ダムの放流量 3,000m3/s 到達情報を受け，那賀町は鷲敷地区の町東に避
難指示を発令． 
・ 3 時 17 分 和食下流水位が 3 時に標高 48.43m に到達．氾濫注意水位（標高 47.8m）を超
えたため，徳島県が水防団出動の要請と氾濫注意情報を発表． 





・ 4 時 36，39 分 那賀町は鷲敷地区の那賀川沿いの地域に避難指示を発令． 
・ 5 時 25 分 和食下流水位が 5 時 10 分に標高 50.97m に到達．氾濫危険水位（標高 50.8m）
を超え，国道 195 号小川橋付近が冠水． 
・ 6 時 41 分 那賀消防署が浸水地区の救助出動．  
・ 9 時 10 分 和食下流水位が最高水位の標高 54.06m を記録． 
・ 昼頃には水が引き，国道 195 号は通行可能になる． 












表 4-2 行政の対応状況 


































































































































査を行った．配布方法は 2014 年 10 月下旬に那賀町役場を通じて，鷲敷地区について各戸配
布した．配布数 413 通，回収数 168 通，回収率 40.7％であり，以下に分析結果を示す．  
回答者のうち 40 才以上が 94.6％で，現住所に 50 年以上住んでいる人は 34.5％，20 年以上
は 75.0％であったことから，多くの人が過去の浸水被害を経験している．  
今回の出水では，図 4-4 のとおり約 54％が避難したとの回答であった．避難先については
避難所が約 44％，近所の家や自宅・近所の高所が合計約 56％であった． 
 




人は図 4-5 のとおり，約 60％であり，避難所以外に避難した人とほぼ同率であった．なお，
アンケートの回答者全体では約 70％が安全またはどちらかといえば安全と回答していた．  
 



























































































徳島県は水位情報の入手に約 10 分，発信に約 5 分，那賀町が避難勧告等を判断してケーブ
ルテレビや音声告知をするまでに約 20 分は必要とのことから，情報収集と周知に要する時間
は約 35 分となる．また，住民の避難行動に要する時間は約 15 分となるため，避難判断水位









































3,000m3/s を超えると氾濫危険水位を超え，国道 195 号の小川橋付近が冠水する可能性がある
と判断できる． 









































図 4-9 長安口ダム最大放流量と和食下流最高水位との関係 
 















































2004 年以降，和食下流水位が氾濫危険水位を超えた 5 洪水について，避難判断水位到達と
長安口ダムの放流量 3,000m3/s 到達から氾濫危険水位到達（氾濫発生）までの時間について，
避難のためのリードタイムが確保できるか検証した．結果は，避難判断水位から氾濫危険水
位まで約 50 分から約 2 時間 50 分，長安口ダム放流量 3,000m3/s 到達からは約 1 時間 40 分か
ら約 4 時間 30 分であった．最も早かったのはいずれも 2004 年 10 月台風第 23 号の出水で，
避難判断水位到達から約 50 分，長安口ダムの放流量 3,000m3/s 到達から約 1 時間 40 分で氾
濫発生となった（図 4-11）．このことから，現行の避難判断水位で判断しても那賀町鷲敷地
区におけるリードタイムとして最低限必要となる 50 分の確保は可能だが，長安口ダムの放流
量 3000m3/s 到達通知も利用すると，水位だけで判断する場合よりも約 50 分早い，氾濫発生
の 1 時間 40 分前に避難勧告の発令が可能となる． 
このため，避難勧告の発表基準は 
・ 和食下流水位による氾濫警戒情報 























































(1)  構成 
・ 台風の洪水による氾濫発生（氾濫危険水位到達）の時点を「0 時」とする． 
・ 氾濫発生の基準点は浸水が始まる国道 195 号小川橋付近とする． 
・ 氾濫発生の 72 時間（3 日）前から時系列に沿って想定できる事態として台風予報や気象
台による説明，気象注意報・警報の発表，那賀川の水位状況等を左端の列に記載する．  






































































































































































































































間とりまとめ 」，国土交通省ホームページ，  





3） 国土交通省：平成26年台風11号を踏まえた今後の出水対応を検討する会，  




4） 徳島県南部総合県民局：H26 那土 那賀川他 那賀・木頭出原他 洪水痕跡調査業務 
報告書，2015． 
5） 徳島県南部総合県民局：H26阿土 那賀川他 阿南・水井他 洪水痕跡調査業務報告書，2015． 


































































 ５.３.１ 過去の浸水被害の状況とタイムライン策定 
この地区の浸水被害は表 5-1 のとおり，頻繁に発生している．1956 年に那賀川で唯一の治
水機能を有する長安口ダム完成した後も，1965 年，1971 年，2004 年，2014 年及び 2015 年と
50 戸を超える家屋が浸水被害を受けている．特に，2014 年台風第 11 号による洪水では床上




大勢いた．このため，住民に迅速で安全な避難行動を促進するために，2015 年 4 月に徳島県
や那賀町等により水位だけでなくダムの放流量も考慮したタイムライン 7)が公表された． 
 
表 5-1 那賀町鷲敷地区における那賀川の氾濫による被害状況  






1 1307 徳治 2 瑞宝寺の伽藍と本尊が流出
2 1579 天正 7 大水去らざること3日　人畜多く死す
3 1582 天正 10 9 2 阿波国大洪水
4 1842 天保 13 大洪水
5 1849 嘉永 2 7 11
10日、11日の両日の大風雨の結果、大洪水
「阿房水」と命名　別名酉の水（西ノ阿房水）＜年貢免除＞
6 1851 嘉永 4 2 8 雪解水により材木類が流出
7 1857 安政 4 8 7月29日夕方からの雨により8月朔日大洪水　八朔水
8 1860 万延 1 8 5 田畠用水溝井堰被災　人畜その他にはあまり被害なし














12 1949 昭和 24 6 20
デラ台風　那賀川では約7m増水
田畑冠水 37町歩，流出家屋（非住家）　3戸
13 1949 昭和 24 8 19 ジュディス台風





15 1961 昭和 36 9 16 約6,200
第二室戸台風
　床下浸水　3戸





17 1971 昭和 46 8 30 約7,300
台風第23号　18時20分鷲敷署前庭まで浸水
　床上浸水 92戸，床下浸水 36戸，農地冠水 90ha
18 1997 平成 9 9 17 約6,000
台風第19号　東町，土佐で家屋浸水被害
　床上浸水 5戸，床下浸水 4戸，農地冠水 33ha
19 1998 平成 10 9 22 約4,100
台風第7号　東町で浸水
　床下浸水 13戸
20 2003 平成 15 8 8 約6,900 50.63ｍ 台風第10号　東町で床上・床下浸水発生
21 2004 平成 16 10 20 約8,100 52.25ｍ
台風23号　東町，八幡原，北地で浸水被害発生
 床上浸水 38戸，床下浸水 14戸
22 2009 平成 21 8 10 約7,100 51.09ｍ 台風第9号　＜家屋浸水の報告なし＞
23 2011 平成 23 9 3 約7,700 51.78ｍ 台風第12号 ＜家屋浸水の報告なし＞
24 2014 平成 26 8 10 約9,500 53.96ｍ
台風第11号
　床上浸水 251戸，床下浸水 67戸，浸水面積 99.7ha
25 2015 平成 27 7 17 約8,100 52.30ｍ
台風第11号







2015 年 4 月のタイムライン策定・公表後に襲来した 2015 年台風第 11 号における住民の避
難行動を検証する．台風第 23 号は 7 月 16 日 23 時頃に高知県室戸市に上陸し，ゆっくりと四
国を横断して 17 日 6 時頃に岡山県倉敷市付近に再上陸した 8)．那賀川流域では 16 日夕方か
ら 17 日未明に強い雨が降り，17 日 3 時 40 分には和食下流水位局の水位は標高 52.43m を記
録した 9)．対象地区では床上浸水 45 戸，床下浸水 21 戸の被害があった． 
タイムラインの策定前の 2014 年台風第 11 号と策定・公表された後の 2015 年台風 11 号で
の避難状況は表 5-2 のとおりである．2014 年は 8 月 10 日 2 時 10 分の避難指示発令後に避難
が始まり，消防団等の声掛けや救助活動により避難所（地域交流センター）に 74 世帯 151
名が避難した．2015 年は 7 月 17 日 0 時の避難指示発令前に 4 世帯 6 名が避難所に避難して
おり，避難指示の 1 時間後には 28 世帯 59 名，最終的には 30 世帯 70 名が避難した．しかし，






タイムラインの周知方法として那賀町は公表にあわせて 2015 年 4 月 28 日に消防団幹部役
員 11 名，5 月 18 日に鷲敷地区駐在員（行政連絡員，自治会長）22 名に説明を行った．住民






































































































(1)  氾濫解析モデルの設定 
本章では 2002 年の DEM データ（国土交通省貸与）を基に，対象地域が狭く，地高変化も





                     （5.1） 
 
＜運動方程式＞ 
                  （5.2） 
                  （5.3） 
 
  ここに， 
    Ｍ，Ｎ：ｘ，ｙ方向の流線フラックス（m3/s/m） 
    ｕ，ｖ：ｘ，ｙ方向の流速（m3/s） 
    Ｈ，ｈ：水位，水深（m） 















   ｑ：単位当たりの横流入量（m3/s/m） 



























































1/10 6,205 S43.7洪水 6,283
CASE2
計画規模の洪水
















(1)  浸水面積と最大浸水深 
前述の氾濫解析モデルを用いて 3 ケースで氾濫解析を行い，各ケースの最大浸水深図を作
成した． 
CASE1 の最大浸水深は図 5-5 のとおりで，浸水面積は 41.6ha，浸水位は小川橋付近で概ね
51.6m であった．2015 年台風第 11 号の浸水面積約 42ha，浸水位 52.4m 程度と比較すると，
浸水面積は同程度だが，浸水位は約 0.8m 低い．CASE1 は浸水面積の基準水位を 0.01m とし
て算出しているため，痕跡調査の結果よりも広く表されていると思われる．このため，CASE1
は 2015 年台風第 11 号よりも規模の小さい洪水であることがわかる． 
CASE2 の最大浸水深は図 5-6 のとおり，浸水面積は 95.2ha，浸水は小川橋付近で概ね 56.4m
であった．近年で最も被害が大きかった 2014 年台風第 11 号では浸水面積約 70ha，浸水位
54.2m 程度であった．また，1918 年に 364 戸が被災した大正 7 年の大水 13)も筆者の調査によ
ると蛭子神社での浸水位は約 55.4m であった．このため，CASE2 はこれらを超える規模であ
り，住民が経験したことがない規模の洪水であることがわかる．  
CASE3 の最大浸水深は図 5-7 のとおり，浸水面積は 134.8ha，浸水位は小川橋付近で概ね


















(2)  浸水域の広がり 
浸水域については，いずれのケースも中山川と南川の合流点の低い水田から浸水が始まり，




水が始まる．約 5 時間後には那賀警察署付近まで床上浸水が広がる．約 6 時間後には鷲敷郵
便局付近まで床上浸水が広がり，約 7 時間後にはピークに達する．なお，CASE3 ではハイド
ロが異なるために CASE2 の浸水開始時間とは一致しないが，CASE2 と同じように浸水域が
広がり，CASE2 のピークの浸水範囲及び水位を大きく超えて，さらに浸水域が広がるととも






















































































































図 5-27 CASE2（T=1/100）浸水区域の広がり 
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(3)  氾濫流の流速 













効性を高めるためには，CASE1 と CASE2 の氾濫解析結果を基に避難が必要となる区域を分
類するとともに，避難判断基準（案）を設定することとする． 








避難区域の分類については表 5-5 のとおり，浸水深による 3 区域と流速等による 1 区域の
4 区域に分類する． 
浸水深による危険度の区域については，水害ハザードマップ作成の手引き 14)を参考に，浸
水深により危険度を 3 つの区域に分類する．災害危険区域は，CASE1 で 0.5m 以上浸水し，
かつ，CASE2 で浸水深が 5m 以上となる区域とする．この区域は頻繁に床上浸水が発生し，
CASE2 では 2 階が水没するため，立ち退き避難が不可欠である．また，住宅の建築を制限す
る区域とする．特別避難区域は，CASE2 で浸水深が 3m 以上となり，2 階床下以上が浸水す
る区域とする．このため，早い段階での立ち退き避難が必要な区域である．避難区域は，
CASE2 で浸水深が 0.5m 以上 3.0m 未満で床上浸水となる区域とする．ここも立ち退き避難を
基本とするが，逃げ遅れた場合は屋内安全確保でも対応可能な区域である．図 5-29 にはこれ
ら 3 つの区域と土砂災害警戒区域，土砂災害特別警戒区域を示す．  
家屋倒壊危険区域は，この地域で一般的な木造 2 階建て家屋を想定し，洪水浸水想定区域








表 5-5 避難区域等の分類 















































































































































































2007 年 7 月の水防法改正を契機に，中小河川を対象とする水位周知河川においても浸水想定区
域図やハザードマップの整備が進められている 2)．また，米国のハリケーン・サンディから得ら
れた教訓を踏まえ，大規模水害時等においては関係機関が予め策定したタイムラインにより連携
して対応することの重要性が確認された 3)．三重県紀宝町では 2011 年の災害を受けて避難勧告等
の発令に着目したタイムラインが策定され，全国の国管理河川でタイムラインの策定が進められ
ている 4)．一方で，ハザードマップは配布するだけでは効果がなく，住民への周知や利活用につ




















る．近年，この地区では表 6-1 のように浸水被害が発生している． 
 

























６．３ 2014 年 8 月台風第 11 号による被害状況 
 
2014 年 8 月台風第 11 号は 8 月 10 日 6 時過ぎに高知県安芸市付近に上陸し，四国地方をゆ
っくり北北東に進み，10 時過ぎに兵庫県赤穂市付近再上陸して 14 時前に日本海に抜けた 8)．
那賀川流域の 8 月 8 日 0 時から 10 日 24 時まで総雨量は図 6-1 のとおりである 9)．気象庁の
木頭観測所では 7 日 13 時から 10 日 24 時までに総雨量 731.5mm を観測した．特に，10 日 0
時から 7 時までは時間雨量 38～52mm の激しい雨が続いた．白久水位局では図 6-2のとおり，
87 
 
9 日 21 時頃から水位が上昇し，10 日 3 時には 7.95m の最高水位を記録した．雨が弱くなっ
た午前 8 時以降徐々に水位も低下した．1968 年完成の小見野々ダムにおいて最大級の流入量
約 3,150m3/s を記録した．木頭出原地区の浸水被害は図 6-3 のとおりである．また，国道 195













図 6-3 那賀町(木頭出原地区)浸水範囲 
 
 







2014 年 8 月 9 日から 10 日にかけての那賀町木頭支所の対応は表 6-2 のとおりである．9
日 15 時 55 分に避難準備情報を防災行政無線で放送し，18 時 46 分の土砂災害警戒情報の発
表を受けて避難勧告を発令した．また，18 時以降は 30 分毎に四国電力から白久水位につい
ての情報提供を電話により受けている．10 日 1 時 30 分に四国電力の通知を受けた後，屋外
に出て左岸側の堤防天端の管理道から右岸側の水位を目視で確認し，1 時 50 分に避難指示を
発令した．避難解除は水位が低下した 12 時であった． 
 
表 6-2 行政の対応状況 






















































発令するとされている．今回は 1 時 30 分に白久水位が 6.83m に達したとの連絡を受け，1 時
50 分には避難指示が発令されており，速やかな対応がなされたといえる．しかし，1 時 00































2014 年 8 月に浸水被害を受けた木頭出原地区の住民を対象に，災害関連情報の入手状況等
についてアンケート調査を行った．配布方法は 10 月下旬に那賀町役場を通じて各戸配布した．
配布数 84 通に対して回収数 32 通，回収率 38.17％であった．以下に分析結果を示す． 





















図 6-7 自宅の危険度 
 
避難をした人に避難のタイミングを尋ねた結果を図 6-8 に示す．気象警報や避難勧告等で













図 6-9 避難情報の入手した時期 
 
アンケートの回答者全員から避難勧告等の情報の入手方法について複数回答で得た結果を


























































であり最も遠い家から約 200m であることから移動時間は約 5 分 13)．とする．住民に情報が

























5 年から 2014 年に発生した 4 洪水で基準点から浸水が始まる白久水位でリードタイム分を遡




生を 1.2m（白久水位 6.5m），避難指示は 1.7m（白久水位 6.0m），避難勧告は 2.2m（白久水位




図 6-11 白久水位局水位によるリードタイムの検証 
白久水位
グラフ値 計算値 決定値
氾濫発生 ６.５６ｍ １.１９ｍ １.２ｍ
避難指示 ５.９９ｍ １.７５ｍ １.７ｍ




表 6-4 白久水位と出原橋桁下からの距離 
 
 















(1)  構成 
・ 左端に台風の洪水による氾濫発生時点（右岸側の川切地区の胸壁天端高の水位に到達）
を「0 時」とし，72 時間前からの時間を左端の列に設定する．  
・ 2 列目には 72 時間前から想定される「気象・水象情報」の列を設ける．  
・ 3 列目から 5 列目には防災関係機関として，小見野々ダム管理者，那賀川と国道 195 号
の管理者である徳島県南部総合県民局，那賀町役場の列を設ける． 
・ 右端の列には住民等の列を設ける．  
 































































－1h 白久水位 5.8m程度 到達















































前述の量水標の設置や防災行動計画の策定を 2015 年 4 月に提案し，8 月には図 6-12 のと




















・ 行政は適切に避難勧告等の発令が可能となること  




















4) 国土交通省：避難勧告等の発令に着目したタイムラインの概要，  
http://www.mlit.go.jp/river/bousai/timeline/pdf/timeline05.pdf，2016．(2016年9月20日閲覧) 




7) 国土交通省姫路河川国道事務所：局地的豪雨による被害軽減方策 提言， 
https://www.kkr.mlit.go.jp/himeji/iin/gouu_higai/pdf/8kai_siryo5.pdf，2011． 
（2016年9月20日閲覧） 




「第1回 平成26年8月29日 資料-4 台風11号の雨量，河川水位の状況等について」，  
http://www.skr.mlit.go.jp/nakagawa/notice/other/pdf/h260829/04_uryousuiijoukyou.pdf，2014． 
（2015年6月18日閲覧） 









































































次に，2015 年 4 月に防災行動計画（タイムライン）を策定・公表した那賀町鷲敷地区では，


















て推移する河川水位への対応等を整理した防災行動計画を策定した．また，2015 年 7 月台風
第 10 号の襲来時の対応についてヒアリングを行い，その有効性を示した． 
安全で迅速な住民の避難行動を促進するためには，住民が防災関連情報を正しく理解して
行動することができるようになることが重要である，このために，行政は気象や水象情報を
基に正確で信頼性の高い情報の発信と適切に避難勧告等を発令する必要がある．また，過去
の水害を検証して，地域の危険性を住民に正しく認識してもらうことは地域の防災力向上に
有用である．住民が浸水被害をイメージできるような表示の設置や繰り返し啓発活動を行う
ことが必要と考える． 
今後は，洪水による被害の最小化にむけて，人口や資産を集中する氾濫域を守る河川の堤
防が決壊した場合を想定し，広域的な避難やライフラインの確保，早期復旧のための防災行
動計画の策定に向けた調査研究や要配慮者利用施設の避難確保計画の作成等に取り組みたい．
また，水位観測所や監視カメラがないような中小河川においても，住民が安全で迅速に避難
行動を取ることができるよう，本論文の結果を踏まえて防災関連情報の収集・分析・提供方
法等について調査研究を進め，それぞれの地域に応じた防災力の向上を図りたいと考えてい
る． 
 
